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（１）人口・世帯

和光市の人口は、年々増加を続けていますが、人口に占める男女の比率はほぼ変化ありませ

ん。【※図表1】

年齢３区分別では、平成31年は前年と比較して、15歳未満が27人の減少、15～64歳

が849人の増加、65歳以上が227人の増加となっています。【※図表2】和光市の平成31

年 3月 31日現在の年代別男女別人口を人口ピラミッドに表すと、「星型」となっており、15

歳未満と65歳以上の人口が少なく、15〜64歳の人口が多い都市型であることがわかりま

す。【※図表3】

なお、令和2年1月現在、市内の平均年齢は４1.6 歳で前年に比べて0.2 歳上昇していま

すが、県内では戸田市に次いで低い状況を維持しています。また、和光市の外国人登録者数は

各年ごとに増減していますが、全体に占める割合は、毎年女性よりも男性の方が多くなってい

ます。【※図表4】

１ 和光市の概況

【図表１】

【図表２】

資料：戸籍住民課
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【図表３】

【図表４】

（平成31年 3月 31日時点）
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（２）人口動態

平成30年の和光市の出生数は、前年に比べて41人減少しています。合計特殊出生率（※

注１）は減少し、埼玉県より低くなっています。【※図表５】

和光市の人口動態（※注２）の原因のうち、転入・転出による社会動態増減は、平成26年

度以降増減を繰り返していましたが、平成30年度は前年に比べて大幅に増加しています。ま

た、出生・死亡による自然動態増減は、平成28年までは増加を示しておりますが、平成29

年度から減少傾向となっています。【※図表６】

※注１ 合計特殊出生率

１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性がその年齢別出生率で一生の間に産

むとしたときの子どもの数に相当します。

※注２ 人口動態

ある一定期間中における人口の変動のことです。出生、死亡、流入、流出などがその要因で、自然増加は出生数

と死亡数の差、社会増加は流入（転入）数と流出（転出）数の差を指します。

【図表５】

【図表６】

資料：埼玉県の人口動態概況（埼玉県保健医療政策課）

資料：統計わこう（戸籍住民課）
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（３）結婚・離婚

平成30年の和光市の婚姻件数は前年に比べて1件減少していますが、婚姻率は、過去５年

間を通して埼玉県及び全国の値を大きく上回っている状態が続いています。【※図表７】

一方、離婚件数は、前年に比べ27件減少しており、離婚率は、埼玉県及び全国の値を下回

りました。【※図表８】

【図表７】

【図表８】

資料：埼玉県の人口動態概況（埼玉県保険医療政策課）
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（４）教育

ア 小・中学校の状況

平成31年４月１日現在の市内小学校の女性教職員比率が５０％を超えていますが、中学校

では、45.2％となりました。小学校の女性教員数は1人増加していますが、男性教職員数が

6人減少したため、女性教員比率は上昇する傾向になりました。【※図表９】

管理職教員の状況では、小学校では平成２8年まで女性の管理職教員の比率が下降していま

したが、平成31年は前年に比べ1名増加し、33.3％となっています。一方、中学校では前

年と同じく女性の管理職が0名となっています。【※図表１０】

また、国内の教員全体に占める女性の割合は、小学校で６２．２％（前年比±0％）、中学校

で４３．3％（前年比＋０．2％）となっています。管理職教員に占める女性の割合は、小学校

で２2．9％（前年比＋０．9％）、中学校で9．7％（前年比＋０．7％）となっており、上昇

傾向ではありますが、和光市と同様に、教育段階が上がるにつれ管理職教員に占める女性の割

合は低くなっています。【※図表１１】

【図表９】

【図表１０】

資料：学校教育課
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イ 中学校卒業後の進路状況

和光市の中学校卒業者に占める女子の人数は、1年毎に増減を繰り返しており、令和元年度

は前年に比べ11人減少しています。【※図表１２】

中学校卒業後の進路については、男子・女子ともに多くの生徒が県内の全日制公立高等学校

へ進学しています。【※図表１３】

【図表１１】 資料：学校教育課

資料：内閣府男女共同参画白書（平成30年版）
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ウ 教育委員会の状況

和光市の教育委員会では、令和元年１０月現在、教育委員長及び委員５人のうち女性委員は

２人です。（前年と変わらず）

【図表１３】
中学校等卒業後の進路状況

注１ 専修学校、各種学校、公共職業能力開発施設等

注２ 進学希望、就職希望、海外進学、国内無認可校、一時的な仕事、家事手伝い、

進路未定、不祥・死亡
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（５）ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）

和光市のＤＶに関する相談機能は、平成２９年１月１日付け組織改正により、総務人権課

（旧人権文化課）から地域包括ケア課へ移管しました。この組織改正に伴い、社会援護課（旧

社会福祉課）、子どもあんしん部（旧こども福祉課）、保健センターでのＤＶ相談機能も地域包

括ケア課に集約されました。庁内のＤＶ相談機能別の相談件数は、地域包括ケア課が最も多

く、次いで市民活動推進課が多くなっています。【※図表１４】

警察庁による調査では、配偶者から身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた被害

者の相談受理件数は、配偶者暴力防止法の施行以来増加し続けています。【※図表１５】また、

埼玉県全体のＤＶ相談件数は、平成28年度に相談件数が減り、平成29年度は前年に比べ増

加しましたが、平成30年度は再び前年に比べて541件減少しました。平成30年度ではそ

のうちの約78％が市町村での相談受付となっており、ＤＶ相談の件数が増え続ける中、ＤＶ

相談における市町村の役割の大きさがうかがえます。【※図表１６】

【図表１４】
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祉課の相談支援担当が地域包括ケア課に移管しました。

また、保健センターの母子保健機能はネウボラ課に移管されましたが、相談支援とな

るケアマネジメントは地域包括ケア課に集約され、従来の区分では相談件数が重複する

ことになります。そのため、平成 28 年度から地域包括ケア課のＤＶ相談件数は、社会援

護課、旧人権文化課、旧こども福祉課、保健センターの相談件数を合算した数としま

す。

市民活動推進課による DV 件数は、平成 27 年度までは女性相談のみの件数でしたが、

平成 28 年度から女性相談と法律相談を合算した件数とします。
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【図表１５】

【図表１６】

資料：警察庁

資料：埼玉県ＤＶ防止基本計画（埼玉県男女共同参画課）
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注１）配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた被害者の相談等を受理した件数

注２）法改正を受け、平成16年12月2日施行以降、離婚後に引き続き暴力等を受けた事案について、

　　　平成20年1月11日施行以降、生命等に対する脅迫を受けた事案について、また、平成26年1月3日

　　　以降、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいない

　　　ものを除く。）をする関係にある相手方からの暴力事案についても計上
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（６）女性相談

和光市では、女性の様々な悩みに対応するため、毎月第２、４火曜日に専門の女性カウンセ

ラーによる女性相談を開設しています。

女性相談の実施件数は、平成２８年度に１００件を下回りました。【※図表１７】

なお、女性相談内容の内訳は、「自分自身」に関すること（性格、生きがい、更年期、病気、

生涯、妊娠出産、生き方等）が最も多く、次いで「夫婦関係」、「家族関係」、「心の問題」と続

いています。令和元年度の相談件数では、特に「暴力問題」に関する相談の割合が増加してい

ます。【※図表１８】

【図表１７】

【図表１８】

資料：市民活動推進課

資料：市民活動推進課
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（７）男女共同参画苦情申立て

和光市では、和光市男女共同参画推進条例に基づいて、平成１７年４月１日から男女共同参

画苦情等処理の窓口を設置しています。市は、「市が実施する男女共同参画の推進に関する施策

又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策」についての苦情や、性別による差

別的取扱い等、男女共同参画を阻害する人権侵害についての申立てを受けた場合、必要に応じ

て男女共同参画苦情等処理委員に調査を依頼し、その結果に応じて各種措置を行います。和光

市の男女共同参画苦情等処理委員は、女性・男性各１人（大学教授、弁護士）です。

和光市では、申立て窓口の設置以降、令和2年３月３１日現在で苦情申立件数は０件となっ

ています。

なお、埼玉県男女共同参画課によると、平成２８年度の男女共同参画関係の施策についての

苦情処理を行う体制を有する市町村数は、６３自治体のうち３6．5％に当たる23自治体であ

り、また、県内市町村での平成２9年度の苦情処理件数は0件（うち継続案件0件）となって

います。

（８）ひとり親家庭制度及び生活保護の状況

和光市のひとり親家庭制度の登録者数は、前年度に比べ23人の減少となっています。ま

た、ひとり親家庭等医療費助成制度の対象者数についても、前年度に比べて26人の減少とな

っています。いずれも、父子家庭よりも母子家庭の方が大きく減少しています。【※図表１９】

児童扶養手当の支給対象者は、令和元年度は前年度に比べると22件減少しています。支給

事由のうち最も多いのは「離婚」で、次いで「未婚」となっています。【※図表２０】

また、生活保護法による被保護世帯は、平成29年度より増加傾向にあり、令和元年度は前

年度に比べて11世帯増加しています。【※図表２１】

なお、被保護世帯のうち、母子世帯の占める割合は前年度とほぼ変わりなく、全体の約３．

8％となっています。【※図表２２】

【図表１９】

（３月３１日現在）
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【図表２０】

【図表２１】

【図表２２】

資料：ネウボラ課（旧こども福祉課）
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（９）女性の就労状況

日本の女性の労働力率（※注１）は、結婚・出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が落ち

着いた時期に再び上昇するという「Ｍ字カーブ」を描く傾向にありましたが、近年そのカーブ

は以前に比べて浅くなってきています。また、Ｍ字カーブの底となる年齢階級も上昇してきて

います。これは、結婚・出産期に働く（又は働く意思を持つ）女性が増えてきており、また、

結婚・出産期に当たる年齢階級が上昇してきていることを示しています。【※図表２３】

和光市においてもＭ字カーブは浅くなってきていますが、Ｍ字カーブの底に当たる年齢階級

（３５～３９歳）での労働力率は67.4％と、全国の同年齢階級での労働力率72.7％に比べて

約5％低くなっています。【※図表２４】

なお、総務省統計局の「労働力調査」によると、女性の就業希望者は231万人いると予測

されています。求職していない理由としては依然として「出産・育児のため」が多く、仕事と

出産・育児の両立が難しい現状を表しています。【※図表２５】

※注１ 労働力率

１５歳以上の人口に占める労働力人口の割合のことです。労働力人口とは、就業者と完全失業者（仕事がなかっ

たが、就業が可能でこれを希望し、かつ仕事を探していた又は求職活動の結果を待っている者）を合算した人数で

す。つまり、労働力率とは人口に占める就業意思を持つ人の割合を示します。

【図表２３】

資料：内閣府男女共同参画白書
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【図表２４】

【図表２５】

資料：総務省統計局（国勢調査）

資料：内閣府男女共同参画白書
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（１０）保育園の状況

和光市内の保育園は、平成２７年度から開始した「子ども・子育て支援新制度」により、令

和元年度も待機児童解消に向けた基盤整備を続けています。

平成3１年４月には、保育園等の整備を行いました。これにより、市内保育園の在園児童数

は、前年に引き続き増加しており、待機児童数は前年に比べ14人減少しています。【※図表２

６】

また、市内保育園における一時保育・休日保育・病後児保育の合計利用数は平成28年をピ

ークに減少しています。一時保育の利用者減少の要因としては、女性の社会進出が進んでいく

中で、より長い時間、より多くの日数を預けたいという保育ニーズの高まりにより、利用日数

が限定される一時保育事業の利用は減少していると考えられます。さらに、令和元年10月か

ら始まった幼児教育・保育無償化に伴い、その傾向は強まっています。また、休日保育利用者

数は、平成29年より増加傾向にあり、働き方の多様化が進んでいると考えられます。【※図表

２７】

【図表２６】

【図表２７】

資料：保育サポート課

資料：保育サポート課（旧こども福祉課）
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（１１）健康・福祉

厚生労働省エイズ動向委員会によると、新規HIV感染者及びAIDS患者報告数は2013年

をピークに減少傾向となっており、年齢階級別の新規ＨＩＶ感染者の罹患率では、25-34 歳

に占める割合が高い傾向が続いています。【※図表２８】HIV感染者及びAIDS患者の報告地

別*推移を見ますと、埼玉県は横ばい傾向が続いています。【図表２９】

*HIV/AIDS 動向調査における報告地とは、検査された医療機関や検査場所であり、感染者及び患者の在住場所ではない

【図表２８】

【図表２９】

資料：厚生労働省エイズ動向委員会
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資料：内閣府男女共同参画白書

（１２）社会参画

和光市議会の議員に占める女性の割合は、前年から若干増えて２9．4％であり、引き続き埼

玉県や全国の割合を大きく上回っている状況が続いています。【※図表３０】

内閣府の男女共同参画白書によると、地方議会における女性議員の割合は都市部で高くなっ

ていることが読み取れます。また、すべての議会で女性議員の割合が上昇しています。【※図表

３１】

また、平成31年４月１日時点で地方自治法に基づく審議会等は２4件あり、この審議会等

の委員に占める女性の割合は、３7.0％となっています。この割合は埼玉県においては高いも

のの、全国と比較すると低い傾向が続いています。【※図表３２】

なお、埼玉県内で女性委員の比率が３０％以上を占める市町村は、和光市を含め13市とな

っており、前年から２市の増加となりました。

【図表３０】

【図表３１】

資料：議会事務局
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【図表３２】 和光市審議会等の状況（地方自治法第202条の3に基づく）

資料：総務人権課

資料：総務人権課 男女共同参画に関する年次報告（埼玉県男女共同参画課）

女性の政策・方針決定参画状況調べ（内閣府）

1 和光市都市計画審議会 都市整備課 12 1 11 8.3 

2 和光市景観審議会 都市整備課 6 1 5 16.7 

3 和光市下水道事業運営審議会 企業経営課 10 4 6 40.0 

4 和光市水道事業審議会 企業経営課 9 2 7 22.2 

5 和光市男女共同参画推進審議会 総務人権課 12 6 6 50.0 

6 和光市社会教育委員会議 生涯学習課 15 7 8 46.7 

7 和光市文化財保護委員会 生涯学習課 10 2 8 20.0 

8 和光市公民館運営審議会 公民館 14 7 7 50.0 

9 和光市図書館協議会 図書館 10 6 4 60.0 

10 和光市青少年問題協議会 スポーツ青少年課 31 10 21 32.3 

11 和光市スポーツ推進委員会議 スポーツ青少年課 13 4 9 30.8 

12 和光市介護保険運営協議会 長寿あんしん課 15 7 8 46.7 

13 和光市介護認定審査会 長寿あんしん課 20 7 13 35.0 

14 和光市国民健康保険運営協議会 健康保険医療課 15 10 5 66.7 

15 ヘルスソーシャルキャピタル審議会 健康保険医療課 10 3 7 30.0 

16 和光市子ども・子育て支援会議 保育施設課 17 12 5 70.6 

17 和光市環境審議会 環境課 10 4 6 40.0 

18 和光市総合振興計画審議会 政策課 14 9 5 64 

19 和光市市民参加推進会議 政策課 8 4 4 50 

20 和光市情報公開・個人情報保護審査会 情報推進課 3 1 2 33.3 

21 和光市個人情報保護審議会 情報推進課 7 2 5 28.6 

22 和光市防災会議 危機管理室 33 6 27 18.2 

23 和光市国民保護協議会 危機管理室 29 4 25 13.8 

24 和光市民生委員推薦会 社会援護課 7 3 4 42.9 

25 和光市廃棄物減量等推進審議会 資源リサイクル課 - - -

計 330 122 208 37.0 

平成31年4月1日現在　　

審議会等名 担当課所等 委員総数
女性委員数

(人)
男性委員数

(人)
女性委員
割合(％)

179 227 202 201 208
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埼玉県（％） 全国（％）

（４月１日現在）
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男女共同参画に関する国際的な指数として、日本はＨＤＩ（人間開発指数）（※注１）が１８

9か国中１9位、ＧＤＩ（ジェンダー開発指数）（※注２）が１６6か国中５1位、ＧＧＩ（ジ

ェンダー・ギャップ指数）（※注３）が１53か国中１21位となっています。

ＨＤＩは前年と同順位ですが、ＧＧＩに関しては前年よりも11位順位を下げました。GGI

については、HDI や GDI に比べて著しく低くなっています。これは、健康や教育等人間開発の

達成度では高い水準にありますが、政治や経済における意思決定に参加する機会等において、

諸外国と比べて男女間の格差が大きいことが原因です。【※図表３３】

※注１ ＨＤＩ（人間開発指数、Human Development Index）

国連開発計画（ＵＮＤＰ）による指数で、「長寿で健康的な生活」、「知識」及び「人間らしい生活水準」の３つ

の側面の達成度の複合指数のことです。具体的には平均余命、教育達成度、所得の変数から構成されています。

※注２ ＧＤＩ（ジェンダー開発指数、Gender Development Index）

国連開発計画（ＵＮＤP）による指数で、人間開発における男女格差を表すもので、男女別の人間開発指数の比

率で示されます。

※注３ ＧＧＩ（ジェンダー・ギャップ指数、Gender Gap Index）

経済フォーラムが、各国内の男女間の格差を数値化し、ランク付けしたもので、各国の実際の資源や経済力のレ

ベルではなく、それが資源や機会としてどのように男女に配分されているか、男女の格差を示します。

【図表３３】

資料：内閣府男女共同参画局
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（１３）市職員の状況

ア 市職員の構成

和光市の職員の状況は、平成31年 4月 1日に6名増えました。職員の総数に係る女性職

員の比率は前年度よりも0.4％減って43.8％となっています。【※図表３４】一方で、市職員

のうち、指導的立場（主査級以上）にいる職員の割合は、平成27年から上昇し、平成31年

4月 1日現在、前年と同じ35.2％となっています。【※図表３５】

県内市町村における女性職員の割合に対して、和光市における割合は県平均を上回っていま

す。また、同様に女性役付職員（係長級以上＝主査級以上）の割合についても、和光市におけ

る割合は県平均を上回っています。【※図表３６】

なお、課長相当職以上に占める女性の割合については、埼玉県は全国の市町村の平均

15.3％を下回り、14.4％です。【※図表３７】

【図表３４】

【図表３５】

資料：職員課
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【図表３６】

【図表３７】

資料：男女共同参画に関する年次報告（埼玉県男女共同参画課）

資料：内閣府男女共同参画白書
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イ 市職員における子育て等休暇制度の利用状況

現在和光市役所では、「子の看護等休暇」、「男性の育児参加休暇」、「育児時間休暇」、「育児休

業」、「部分休業」の５つの子育て休暇制度と「介護休暇」制度を設けています。各制度の利用

状況は、「子の看護等休暇」を除き、概ね例年通りとなっています。「子の看護等休暇」につい

ては、平成28年度から男女ともに利用者数が増え、令和元年度は男性の利用率が約4割とな

っています。また、男性の育児参加休暇取得者は前年に引き続き5名となっています。【※図

表３８】

一方、令和元年度における男性の育児休業の取得状況は、民間企業、地方公務員及び国家公

務員の全国平均値と比較すると、和光市は27.3％と高い数値を示しています。なお、国家公

務員は平成２６年度から大きく数値を伸ばしています。【※図表３９】

【図表３８】 市職員における子育て等休暇制度の利用状況

資料：職員課

※注１ 子の看護等のための休暇

中学校就学前の子が、負傷又は疾病にかかった際の看護、機能回復訓練（リハビリ）の介助又

は健康診断や予防接種等の受診に伴う付き添いのために勤務しないことが相当であると認められ

る場合に、１年に７日の範囲で休暇をとることができます。

※注２ 男性の育児参加休暇

職員の妻の産前６週間（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）、産後８週間の期間内におい

て、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を職員が養育する場合に、当該期

間内において５日の範囲で休暇をとることができます。

※注３ 育児時間休暇

生後１年に達しない子を育てる場合、１日２回それぞれ３０分間の休暇をとることができま

す。ただし、部分休業と異なり、有給休暇となります。

※注４ 育児休業

子どもが３歳に達する日までの希望する期間を休業することができます。特別な事情がある場

合を除き、当該子につき１回の取得となりますが、１回延長することができます。なお、育児休

業の期間は無給です。

※注５ 部分休業

子どもが小学校就学の始期に達する日までの期間で、正規の勤務時間の始め又は終わりにおい

て、１日を通じて２時間を超えない範囲で、職員の託児の様態、通勤の状況等から必要とされる

時間について３０分単位で休暇をとることができます。なお、給与については、部分休業１時間

につき勤務時間１時間当たりの給与を減額して支給されます。

注１） 注２） 注３） 注４） 注５） 注６）

子の看護等休暇 男性育児参加休暇 育児時間休暇 育児休業 部分休業 　介護休暇

性別 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性

平成27年度 8 12 - 1 3 0 28 3 12 1 1 1 0 0

平成28年度 41 21 - 2 5 0 28 1 16 1 0 0 0 0

平成29年度 16 9 - 0 6 0 24 2 19 1 0 0 0 0

平成30年度 48 34 - 5 7 0 32 2 20 0 1 0 0 0

令和元年度 34 35 - 5 6 0 31 3 14 0 0 0 0 0

休暇・休業の
種類

介護を理由に
退職した数
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【図表３９】

※注６ 介護休暇

負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者（要介

護者）の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合、介護を要する一の継

続する状態ごとに、連続する６月の期間内において必要と認められる期間、１日又は１時間の単

位で休暇をとることができます。１時間単位の場合は、連続した４時間の範囲内です。

資料：内閣府男女共同参画白書
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（１）プラン施策体系

基本

目標 主要目標 施策 Ｎｏ． 主な取組

1-1-1-1 Ⅰ男女の人権の尊重に関するシンポジウムやセミナーの開催

1-1-1-2 広報やホームページの活用による情報提供と啓発資料の発行

1-1-1-3 関連図書設置等による情報提供

1-1-2-1 性と生殖に関する健康と権利に関するセミナー等の開催

1-1-2-2 広報やホームページの活用による情報提供と啓発資料の発行

1-1-2-3
性的指向（異性愛・同性愛・両性愛）に関して困難を抱えている場合や、性同一性障害

などを有する方々への理解を深めるための情報提供

1-1-3-1 メディア・リテラシーの育成をめざしたセミナー等の開催

1-1-3-2 ポスター掲示等による民間刊行物等への周知徹底

1-1-3-3 市刊行物における男女平等の視点の指導徹底

1-1-3-4 和光市表現ガイドの活用

1-1-3-5 小、中学校におけるメディア・リテラシー教育の実施

1-2-1-1 広報やホームページの活用による情報提供と啓発資料の発行

1-2-1-2 性別による固定的な役割分担意識の解消に向けたセミナーの開催

②男女共同参画に関する学習

機会の充実
1-2-2-1 男女共同参画の視点に立ったシンポジウム、セミナーの開催

1-2-3-1 家事・育児等に関する情報提供、セミナーの開催

1-2-3-2 男性の家事・育児への参画意識を促すセミナーの開催

1-3-1-1 保護者を対象としたセミナー等の開催

1-3-1-2 条例パンフレット等による情報提供と意識啓発

1-3-1-3 男女平等の視点に基づいた図書の提供

1-3-2-1
男女共同参画に関するチラシの配布やポスター掲示等による学校・保育園・幼稚園へ

の男女平等教育の普及

1-3-2-2 教育現場に応じた混合名簿の推進

1-3-2-3 男女平等の視点に基づいた図書の選定

1-3-2-4 幼保小連絡協議会を通じた、教育指導の推進

1-3-2-5 児童、生徒の発達に応じた性教育の推進

1-3-2-6 ＰＴＡ・保護者会等への男女平等意識の啓発

1-3-2-7 男女平等に関する学習内容や指導方法を充実させるための調査・研究の推進

1-3-2-8 教員、保育士等への男女平等研修の実施

1-3-2-9 小学校・中学校における管理職教員数の男女差の解消に向けた検討

1-3-3-1 男女がともに地域に参画するために必要な学習機会の提供

1-3-3-2 放課後こども教室における男女共同参画の視点に立った学習機会の提供

2-1-1-1
ＤＶやセクハラ等防止に向けたシンポジウム、セミナー広報、ホームページ、ポスター等

による市民・団体・市内事業所への啓発

2-1-1-2 ＤＶ、セクハラ等防止に向けた職員への研修や啓発

2-1-1-3 若年者に対するデートＤＶ防止セミナーの開催と関連資料の配布による啓発

2-1-2-1 広報、ホームページ、ポスター等を通じた市民・団体への啓発

2-1-2-2 児童虐待防止に向けたシンポジウムやセミナーの開催及び開催支援

2-1-2-3 「子どもの権利条例」制定の検討

2-2-1-1 女性相談の充実と周知

2-2-1-2 男女共同参画苦情処理相談の窓口の周知と活用

2-2-1-3 ＤＶ・セクハラに関する外部相談機関の情報提供

2-2-1-4 セクハラ防止に向けた職場環境の整備、苦情及び相談への対応

2-2-1-5

わこう版ネウボラ事業（母子保健相談支援事業、産後ケア事業、産前・産後サポート事

業）、母子保健事業（乳幼児健康診査、プレパパママ教室、予防接種等）、各種相談時

における、虐待早期発見と未然防止に向けた対応

2-2-1-6 被害の早期発見と未然防止に向けた地域への情報提供

2-2-2-1 児童虐待防止相談、家庭児童相談の実施

2-2-2-2 産前産後ケアセンター等、子育てに関する外部相談機関との連携

2-2-2-3 おかあさん相談、すくすく相談、心理相談、電話・来所相談、栄養相談の実施

2-2-2-4

わこう版ネウボラ事業（母子保健相談支援事業、産後ケア事業、産前・産後サポート事

業）、母子保健事業（乳幼児健康診査、プレパパママ教室、予防接種等９、各種相談時

における、虐待早期発見と未然防止に向けた対応

2-2-2-5 児童虐待の早期発見と未然防止に向けた地域やＮＰＯとの連携

2-2-3-1 和光市ＤＶ対策ネットワーク等による情報共有

2-2-3-2 女性相談担当者会議による情報共有

2-2-3-3 要保護児童対策地域協議会による情報共有

1

　

男

女

共

同

参

画

意

識

の

普

及

啓

発

(1)　男女の人権を尊重する意

識の浸透

①男女の人権を尊重するため

の意識啓発と情報提供

②生涯にわたる性と生殖に関す

る健康と権利の尊重の理念普

及

③メディア・リテラシーの育成

(2)　性別による固定的な役割分

担意識の解消

①男女共同参画の視点に立っ

た社会通念・慣行の普及啓発

③男女の自立を支える生活能

力の向上

(3)　男女平等教育の推進

①家庭における男女平等教育

の推進

②学校・保育園・幼稚園におけ

る男女平等教育の推進

③地域における男女平等教育

の推進

2

 

あ

ら

ゆ

る

暴

力

の

根

絶

(1)　暴力の根絶に向けた意識

の浸透

①ＤＶ・セクハラ防止のための

意識啓発

②児童虐待防止のための意識

啓発

(2)　相談窓口の充実と周知

①ＤＶ・セクハラ相談窓口の充

実と周知、被害の早期発見と未

然防止

②育児に関する相談窓口の充

実と周知、児童虐待の早期発

見と未然防止

③関係機関との情報共有

２ 第３次和光市行動計画男女共同参画わこうプランの取組状況



25

基本

目標
主要目標 施策 番号 主な取組

2-3-1-1 緊急時安全確保及び一時保護

2-3-1-2 緊急時避難者宿泊施設の提供

2-3-2-1 市役所での手続き支援

2-3-2-2 必要に応じた同行支援

2-3-2-3 被害者の心のケア

2-3-2-4 同伴者の子どもの就学等への対応と心のケア

2-3-2-5 被害者の自立に向けた経済的支援

2-3-2-6 被害者が安全に安心して生活できる居住確保に向けた支援

2-3-2-7 外国人、高齢者、障がい者への配慮及び支援

2-3-2-8 被害者の経済的自立に向けたスキルアップセミナーの開催、情報提供

2-3-3-1 和光市ＤＶ対策ネットワーク等による情報共有と連携

2-3-3-2 女性相談担当者会議による情報共有と連携

2-3-3-3 ＤＶ相談対応マニュアルの充実

3-1-1-1
国基準による保育園待機児童数ゼロを目指す、一時保育等の充実、就労を支援する

保育サービスの提供、ひとり親家庭等への支援

3-1-1-2 保育園入園予約制度の導入

3-1-1-3 保育施設、児童センター、学童保育クラブの充実

3-1-1-4 子育て負担軽減のための相談体制の充実

3-1-1-5 子育て負担軽減に向けたリラックスセミナーの開催

3-1-1-6 養育支援家庭訪問の実施

3-1-1-7
地域で子どもを見守る力を促進する観点からの、こんにちは赤ちゃん訪問への市民ボ

ランティアの検討

3-1-1-8 子育てに関する情報提供の充実

3-1-1-9 既存施設の活用による中・高生等の居場所づくり

3-1-1-10 小・中学生の子を持つ親の子育て講座の開催

3-1-1-11 市民向け託児付きセミナーの開催

3-1-1-12 ユニバーサルデザインによる安全性、利便性を考慮した公共施設等の整備

3-1-2-1 ワーク・ライフ・バランスの意義と効果を伝え、理解を深めるためのセミナーの開催

3-1-2-2 広報、ホームページ等を活用した情報提供

3-1-3-1 ファミリー・サポート・センター事業の実施

3-1-3-2 託児ボランティア制度の検討

3-1-3-3
子育てについての相談・情報提供、子育て中の親子の交流の場として、子育て世代包

括支援センター事業の実施

3-1-3-4 子育て仲間づくりへの支援

3-1-3-5 次代の親の育成に向けた啓発

3-2-1-1
ポスター・チラシ・セミナー等による採用や労働賃金等男女格差の是正の啓発、労働条

件等の改善の啓発、ワークシェアリング制度の普及、積極的改善措置の普及

3-2-1-2 家族農業経営協定の普及推進

3-2-1-3
ポスター・チラシ・セミナー等による非正規雇用者へのワークシェアリング制度などの各

種制度や法律の周知

3-2-2-1 育児・介護休業法等の周知や、男性の育児休業取得の促進、再雇用制度の普及

3-2-2-2 １００名以下の事業所に対する、一般事業主行動計画の策定の促進

3-2-3-1
ワーク・ライフ・バランスの実現に向けたシンポジウム・セミナーの開催、広報やホーム

ぺージ等による情報提供

3-2-3-2 市男性職員の育児休業取得促進

3-2-3-3 男性教員の育児休業の取得促進

3-2-4-1
ポスター・チラシ・市ＨＰ・シンポジウム等による就労、多様な働き方に関する情報提供

と意識啓発

3-2-4-2 就労に関する相談体制の充実と職業能力開発講座等による情報提供

3-2-4-3 女性を雇用しやすい環境づくりに向けた支援

3-2-4-4 女性の再就職、起業支援のためのセミナー開催や情報提供

3-2-5-1 市内事業所等へのポスター・チラシ・ホームページ、広報による啓発

3-2-5-2 ３００名以下の事業所に対する、一般事業主行動計画の策定の促進

3-3-1-1 女性相談の充実

3-3-1-2 広報、ホームページによるＨＩＶ・エイズ等性感染症についての情報提供

3-3-1-3 思春期を対象とした性教育の実施や相談体制の充実

3-3-1-4 電話相談、保健指導などＨＩＶ・エイズ等への対応

3-3-1-5
性的志向（異性愛・同性愛・両性愛）に関して困難を抱えている場合や、性同一性障害

などを有する方々への配慮及び支援

3-3-1-6 女性と性と生殖に関するセミナーの開催と情報提供
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(3)　被害者支援体制の強化と

被害者の自立支援

①ＤＶ被害者の緊急時の安全
確保及び一時保護

②ＤＶ被害者の自立に向けた支
援

③支援体制の強化と関係機関

との連携

3
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(1)　子育てにおける男女共同参

画の推進

①子育て支援サービスの充実

②ワーク・ライフ・バランスの実

現に向けた意識づくり

③地域における子育て支援の
環境づくり

(2)　働く場における男女共同参

画の推進

①雇用機会の平等と公平な待

遇の実現

②育児・介護休業の法律・制度

の周知や取得の促進

③ワーク・ライフ・バランスへの

理解と実践の促進

④女性の起業・再就職への支

援

(3)　生涯を通じた生と性の健康

支援
①性と生殖に関する健康支援

⑤指導的立場への女性の参画

促進
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基本

目標
主要目標 施策 番号 主な取組

3-3-1-7 乳幼児健診、妊産婦・新生児訪問など母子に関わる保健福祉の充実

3-3-1-8 産前産後ケアセンターとの連携

3-3-1-9 女性がん検診の充実と受診体制の整備

3-3-1-10 更年期・骨そしょう症対策を含めた保健指導の充実

3-3-2-1 受診しやすい工夫を検討するなど、各種健（検）診の充実

3-3-2-2 健（検）診・相談等による生活習慣病予防への対応

3-3-2-3 心身ともに健康に過ごすための市民向け出前講座の開催

3-3-2-4
男女ともに参加しやすい工夫をするなど、健康増進及びスポーツ、レクリエーション活動

の充実

3-3-2-5 ポスター・パンフレットによる薬物乱用防止策の啓発強化

3-3-3-1 セミナーや相談等による高齢期における健康づくりの普及

3-3-3-2 長寿あんしんプランや地域福祉計画との連携による高齢者支援の充実

4-1-1-1 審議会等における委員の男女比率の均衡の促進

4-1-1-2 審議会等における委員の男女比率の均衡

4-1-2-1 セミナー等における女性の人材育成及び活躍のための情報と学習機会の提供

4-1-2-2 登録制による女性人材の把握と活用

4-1-2-3 政治や経済等への関心を高めるセミナーの実施及び情報提供

4-2-1-1 男女がともに参加できる各種セミナーの開催

4-2-1-2 男女共同参画の視点に立った市民活動団体・ＮＰＯの育成

4-2-1-3 地域コミュニティの形成に向けた活動の場の提供、情報の提供

4-2-2-1 男女のニーズに対応した防災・災害復興体制の確立

4-2-2-2 消防団、自主防災組織における女性リーダーの育成

4-2-2-3 男女共同参画視点での避難所設置運営

4-2-2-4 避難所における女性相談窓口の設置

4-2-2-5 災害復興時における男女共同参画の推進

4-2-2-6
地域における防犯体制の整備、防犯体制の充実、防犯パトロールの実施、道路照明

灯・防犯灯の設置等

③専門分野への女性の参画 4-2-3-1 学生を対象とした科学講座の開催

4-3-1-1 国際的課題への理解と国際貢献に向けた参画意欲の促進

4-3-1-2 国内外の情報収集と提供

4-3-2-1
市民・国際交流団体・企業・研究機関などの連携促進、和光市国際ネットワークの活動

支援

4-3-2-2 各種イベントやワンナイトステイ事業の実施による国際交流機会の充実

4-3-2-3 社会教育における、男女共同参画の視点に基づく国際理解教育の推進

4-3-2-4 学校教育における、男女共同参画の視点に基づく国際理解教育の推進

4-3-3-1 広報紙・ホームページ等における多言語、やさしい日本語による市政・生活情報の提供

4-3-3-2
和光市国際交流員の活用、和光市多文化共生ボランティアの活用等、市民生活上の支

援体制の充実

4-3-3-3 和光市災害時通訳・翻訳ボランティアによる大規模な災害時の支援

4-3-3-4 外国籍市民への母子保健対策、情報提供、相談の充実

4-3-3-5 外国籍児童・生徒への支援

5-1-1-1
男女共同参画庁内連絡会議による関係課等相互の連絡調整及び総合的な施策の推

進

5-1-1-2 男女共同参画に関する研修の実施による職員の意識の醸成

5-1-1-3 和光市人材育成基本方針に基づいた人材の育成と活用

5-1-1-4 和光市特定事業主行動計画に基づいた環境整備

5-1-2-1
国・県・ＮＰＯ等関係機関との連携促進と先進的な取組に関する情報収集及び取組の

取り入れ検討

5-1-2-2

和光市男女共同参画推進審議会、和光市男女共同参画庁内連絡会議、和光市ドメス

ティック・バイオレンス対策ネットワーク、男女共同参画わこうプラン推進委員会、みんな

でわこう男女共同参画ネットワークとの連携による計画の推進

5-1-2-3 子どもの参画による計画の推進

5-1-2-4 国が定める「男女共同参画週間」における啓発

5-1-3-1 ジェンダー統計の収集・管理、意識調査等の実施と研究の推進

5-1-3-2
施策の実施状況の分析・把握と結果の公表、分析結果で出た課題の抽出と改題解決に

向けた検討

5-1-4-1 男女共同参画の視点に配慮した公共施設の環境整備

5-1-4-2 男女共同参画に関わる情報収集・発信、拠点の場の充実

3

 

男

女

が

共

に

い

き

い

き

と

暮

ら

せ

る

環

境

づ

く

り

(3)　生涯を通じた生と性の健康

支援

①性と生殖に関する健康支援

②心とからだの健康支援

③高齢期における健康支援

4

　

男

女

共

同

参

画

に

よ

る

ま

ち

づ

く

り

の

推

進

(1)　政策や方針の立案・決定の

場への男女共同参画

①審議会等への男女共同参画

の促進

②男女共同参画の推進を担う

人材育成

(2)　地域における男女共同参

画の推進

①地域活動等への男女の参画

促進

②安全・安心な地域づくりの推

進

(3)　国際社会「平等・開発・平

和」への貢献

①国際的課題への理解と国際

貢献に向けた参画意欲の促進

②地域における国際交流の推

進

③外国人への支援

5
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の
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な
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進

男女共同参画推進体制の強化

と計画の推進

①庁内における男女共同参画

推進体制の強化

②市民・事業者等とのパート

ナーシップによる計画の推進

③男女共同参画にかかる現状

の分析・計画の進行管理

④男女共同参画を推進するた

めの活動の場の整備
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（２）施策指標

第３次和光市行動計画男女共同わこうプランでは、主要目標ごとに１３の指標を設定し

ています。

施策指標一覧

指標
現状値（％）
<平成26年度>

目標値（％）
<平成32年度>

社会全体で男女の地位が平等になっていると考える人の割合 21.8 35.0

「男は仕事、女は家庭」という性別による固定的な役割分担意識に
同感しない人の割合

44.5 70.0

性別による固定的な役割分担意識に同感しない子どもの割合
小学校　43.5
中学校　50.8

70.0

配偶者や恋人間におけるＤＶに対する認識の割合

身体的暴力　94.8
精神的暴力　91.7
性的暴力　　86.7

経済的暴力　81.0

100.0

ＤＶ被害を相談した人の割合 32.7 80.0

ＤＶ被害を受けている人の割合 24.1 0

夫婦で子育てをしている割合 27.8 50.0

男性の育児休業取得へ理解を示す人の割合
女性　60.8
男性　63.3

70.0

性感染症の予防方法について知っている人の割合 81.2 90.0

審議会等における女性委員の割合 34.7 50.0

地域行事に男女共同で参加する人の割合 33.7 50.0

女子差別撤廃条約を知っている人の割合 68.4 75.0

和光市男女共同参画推進条例を知っている人の割合 67.4 75.0

主要目標（３）国際社会「平等・開発・平和」への貢献

基本目標５　男女共同参画わこうプランの着実な推進

主要目標　男女共同参画推進体制の強化と計画の推進

主要目標（２）働く場における男女共同参画の推進

主要目標（３）生涯を通じた生と性の健康支援

基本目標４　男女共同参画によるまちづくりの推進

主要目標（１）政策や方針の立案・決定の場への男女共同参画

主要目標（２）地域における男女共同参画の推進

主要目標（１）暴力の根絶に向けた意識の浸透

主要目標（２）相談窓口の充実と周知

主要目標（３）被害者支援体制の強化と被害者の自立支援

基本目標３　男女が共にいきいきと暮らせる環境づくり

主要目標（１）子育てにおける男女共同参画の推進

基本目標１　男女共同参画意識の普及啓発

主要目標（１）男女の人権を尊重する意識の浸透

主要目標（２）性別による固定的な役割分担意識の解消

主要目標（３）　男女平等教育の推進

基本目標２　あらゆる暴力の根絶



28

（３）施策の達成状況評価

和光市では、毎年度、施策の達成状況について担当課等による自己評価を行っており、

「第３次和光市行動計画男女共同参画わこうプラン」の進捗状況を把握しています。

評価は、次の基準により５段階としています。

（４）施策体系別取組状況

前年度と比較して、令和元年度の施策達成状況は全体として評価１が減り、評価２の施

策数が増えました。【※図表１】

達成状況評価

評価 １ 男女共同参画の視点をしっかりと持ちながら、取り組むことができた。

評価 ２ 男女共同参画の視点を持ちながら、概ね取り組むことができた。

評価 ３ 男女共同参画の視点が弱く、一部取り組むことができなかった。

評価 ４ 取組を実施しなかった。（未実施）

評価 ５ 該当ケースがなかった。（該当なし）

【図表１】
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ア 基本目標１ 男女共同参画意識の普及啓発

施策目標

基本目標１については、令和元年度の施策達成状況は概ね評価１又は２となっています。

【※図表２、３】

指 標
現状値（％）

平成２６年度

目標値（％）

平成３２年度

主要目標（１） 男女の人権を尊重する意識の浸透

社会全体で男女の地位が平等になっていると考える人

の割合

２１．８ ３５．０

主要目標（２） 性別による固定的な役割分担意識の解消

「男は仕事、女は家庭」という性別による固定的な役割

分担意識に同感しない人の割合

４４．５ ７０．０

主要目標（３） 男女平等教育の推進

性別による固定的な役割分担意識に同感しない子ども

の割合

小学校 ４３．５

中学校 ５０．８

７０．０

【図表２】
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【図表３】
主要目標 評価１ 評価２ 評価３ 評価４ 評価５ 合計

（１）男女の人権を尊重する意識の浸透 13 17 0 0 0 30 

（２）性別による固定的な役割分担意識の解消 9 4 0 0 0 13 

（３）男女平等教育の推進 16 18 0 0 0 34 

全　体 38 39 0 0 0 77 



31

イ 基本目標２ あらゆる暴力の根絶

施策目標

基本目標２については、平成３０年度に比べて令和元年度の施策達成状況では、評価１

と評価５になった施策が減り、評価２と評価３の施策が増えています。【※図表４、５】

指 標
現状値（％）

平成２６年度

目標値（％）

平成３２年度

主要目標（１） 暴力の根絶に向けた意識の浸透

配偶者や恋人間におけるＤＶに対する認識の割合

身体的暴力 ９４．８

精神的暴力 ９１．７

性的暴力 ８６．７

経済的暴力 ８１．０

１００．０

主要目標（２） 相談窓口の充実と周知

ＤＶ被害を相談した人の割合 ３２．７ ８０．０

主要目標（３） 被害者支援体制の強化と被害者の自立支援

ＤＶ被害を受けている人の割合 ２４．１ ０

【図表４】
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【図表５】
主要目標 評価１ 評価２ 評価３ 評価４ 評価５ 合計

（１）暴力の根絶に向けた意識の浸透 2 11 0 0 0 13 

（２）相談窓口の充実と周知 10 28 0 0 0 38 

（３）被害者支援体制の強化と被害者の自立支援 6 18 1 0 1 26 

全　体 18 57 1 0 1 77 
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ウ 基本目標 3 男女が共にいきいきと暮らせる環境づくり

施策目標

基本目標３については、平成３０年度に比べて令和元年度の施策達成状況では、評価１

と評価４になった施策は減り、評価２と評価 5 の施策が増えています。【※図表６、７】

指 標
現状値（％）

平成２６年度

目標値（％）

平成３２年度

主要目標（１） 子育てにおける男女共同参画の推進

夫婦で子育てをしている割合 ２７．８ ５０．０

主要目標（２） 働く場における男女共同参画の推進

男性の育児休業取得へ理解を示す人の割合
女性 ６０．８

男性 ６３．３
７０．０

主要目標（３） 生涯を通じた生と性の健康支援

性感染症の予防方法について知っている人の割合 ８１．２ ９０．０

【図表６】
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【図表７】
主要目標 評価１ 評価２ 評価３ 評価４ 評価５ 合計

（１）子育てにおける男女共同参画の推進 17 21 1 2 0 41 

（２）働く場における男女共同参画の推進 3 13 2 1 0 19 

（３）生涯を通じた生と性の健康支援 13 14 0 0 0 27 

全　体 33 48 3 3 0 87 
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エ 基本目標４ 男女共同参画によるまちづくりの推進

施策目標

基本目標４については、平成３０年度に比べて令和元年度の施策達成状況では、評価４

と評価５の施策が増えています。【※図表８、９】

指 標
現状値（％）

平成２６年度

目標値（％）

平成３２年度

主要目標（１） 政策や方針の立案・決定の場への男女共同参画

審議会等における女性委員の割合 ３４．７ ５０．０

主要目標（２） 地域における男女共同参画の推進

地域行事に男女共同で参加する人の割合 ３３．７ ５０．０

主要目標（３） 国際社会「平等・開発・平和」への貢献

女子差別撤廃条約を知っている人の割合 ６８．４ ７５．０

【図表８】
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【図表９】
主要目標 評価１ 評価２ 評価３ 評価４ 評価５ 合計

（１）政策や方針の立案・決定の場への男女共同参画 16 15 0 0 0 31 

（２）地域における男女共同参画の推進 10 9 0 1 0 20 

（３）国際社会「平等・開発・平和」への貢献 10 5 0 0 0 15 

全　体 36 29 0 1 0 66 
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オ 基本目標５ 男女共同参画わこうプランの着実な推進

施策目標

基本目標５については、平成３０年度と同じ施策達成状況となっています。【※図表１０、

１１】

指 標
現状値（％）

平成２６年度

目標値（％）

平成３２年度

主要目標 男女共同参画推進体制の強化と計画の推進

和光市男女共同参画推進条例を知っている人の割合 ６７．４ ７５．０

【図表１０】

【図表１１】
主要目標 評価１ 評価２ 評価３ 評価４ 評価５ 合計

男女共同参画推進体制の強化と計画の推進 10 2 0 0 0 12 

全　体 10 2 0 0 0 12 



38

資料編

施策に基づく取組の実施状況


